（連合）政策ニュースレター第282号
子ども・子育て会議基準検討部会（第１回）報告
子ども・子育て会議基準検討部会の第１回会合が2013年５月８日に開催され、新たな幼保連携型認定こども園の認可基準等について議論が行われた。
　連合から菅家副事務局長が出席した。
 
１．基準検討部会の運営について
　無藤部会長より恵泉女学園大学大学院教授の大日向委員が部会長代理に指名された。
 
２．新たな幼保連携型認定こども園の認可基準について　等
　事務局より「新たな幼保連携型認定こども園の認可基準」、「地域型保育事業の認可基準」、「公定価格・利用者負担」、「地域子ども・子育て支援事業」についてそれぞれ提案され、議論が行われた。
 
　菅家委員は以下の意見を述べた。  

· 「基本制度」では、総合こども園の認可基準について、制度施行までの検討に向けて、「学校教育・保育の質を確保する観点から、現行の幼保連携型認定こども園の基準を基礎とする」、「職員配置基準（学級編制基準）の引上げ等を検討する」、「既存施設から移行する場合、幼稚園、保育所、認定こども園からの円滑な移行を考慮し、原則として、現行の幼保連携型認定こども園における基準の特例を下回らない特例を設ける」という考え方が示されていたが、これらを前提に置いてよいのか。 

· 「認定こども園・幼稚園・保育所における施設・設備等の実態を踏まえた検討を行うため、平成24年度『幼稚園・保育所等の経営実態調査』を実施」とあるが、極めて重要で、いつ・何を提示いただけるのか。
 
　他の委員からの主な発言は以下のとおり。
 
（１）新たな幼保連携型認定こども園の認可基準について 

· 質を確保するための新たな認可基準と移行を促進するための柔軟な基準とで二元化するのか。両者の整理を行うべき。 

· 人材育成と能力向上が重要である。人材の質をどう高めていくか。 

· ３歳未満児を対象とする地域型保育事業のバックアップ機能を新たな幼保連携型認定こども園に持たせることも必要ではないか。市町村機能としてネットワークを確立することが重要である。 

· 現行の幼保連携型認定こども園の基準を基礎とすべき。また、既存施設から移行する場合の特例も、現行の特例を下回らないようにすべき。 

· 幼稚園教諭の免許は更新制だが、そういう仕組みも重要である。
·  
（２）地域型保育事業の認可基準について 

· 小規模保育等の充実で保育所待機児童の解消が進むと同時に定員割れとなる施設も出る可能性があるため、撤退スキームも検討すべき。 

· 居宅訪問型保育の場合、労働基準法の休憩時間は取れているのか。 

· 小規模保育でも質が担保されていることが重要である。家庭的保育について、担い手が少ないからと基準を下げることはあってはならない。 

· 現行基準は踏襲しつつも、市町村は人口規模が複雑なので、地域の実情に応じた柔軟性のある基準とすべき。
 
（３）公定価格・利用者負担について 

· 保育の必要性の認定を受けない子どもの場合は「一定の要件の下で上乗せ徴収を認める」とあるが、認定を受けた場合は認めないのか。
 
（４）地域子ども・子育て支援事業について 

· 有用な事業であり、必要な財政支援を行うべき。
 
（５）全般について 

· 施設の財務状況をネット上で公開すべき。 

· 再発防止策を共有できるよう、施設における事故情報を公開する仕組みとデータベースをつくるべき。 

· 幼稚園と保育所の耐火基準の違いは何か。子どもの命を守るという点で共通にすべき部分と市町村が参酌してよい部分を示すべき。 

· 各施設の職員の研修のあり方について、質の高い専門家としての統一的な基準・枠組みが必要である。 

· 子どもにとっては園庭・運動場・保育室の連続性が大事である。 

· 「幼稚園・保育所等の経営実態調査」の結果については、平均値ではなく、バラつきを大事に議論すべき。
 
 
　2013年５月31日に第２回子ども・子育て会議を開催。
  

以上

